
和 文 抄 録

【目的】がん・呼吸器専門病院においてAdvance
Care Planning（ACP）推進の取り組みを行い，職
員の意識調査により活動全体を評価し，今後取り組
むべき課題を明らかにすることを目的とした．
【方法】ACPワーキンググループによるACP推進の
取り組み（職員や患者・家族に対しての教育・啓蒙
活動，院内マニュアル等の文書作成）を行い，職員
（医師・看護師・リハビリ療法士・医療ソーシャル
ワーカー）を対象としたアンケート調査でACPの
認知度や終末期医療・ケアの意思決定に対する意識
の変化を検証した．
【結果】アンケート結果から，取り組み後に職員の
ACPの認知度は上昇していた．しかし実際に終末
期医療・ケアに多職種で関わっているか，本人の意
思や価値観が反映できているかという点では意識の
変化がなかった．終末期の意思決定支援を難しいと
思う割合も依然として高く，その理由として「意識
レベルの低下や認知症等により本人の意思が不明」
「本人と家族（および医療者）間の意見の食い違い」
「話し合いを始めるタイミングが分からない」「スタ
ッフの能力不足」「業務上の問題がある」「家族との
コミュニケーション不足」「職種間の連携不足」な

どの意見があった．
【結論】ACPワーキンググループの取り組み後に職
員のACP認知度は向上した．しかしACPをさらに推
進するためにはそれだけでは不十分で，今後の取り
組みとして，患者・家族へのさらなる啓蒙，具体的
な症例を用いた多職種カンファレンスの実施，スタ
ッフや家族間の情報共有ツールの開発・活用，およ
び効率的なACP実践方法の検討が必要と思われた．

緒   言

アドバンス・ケア・プランニング（Advance
Care Planning：ACP）は，終末期に患者の意思決
定能力が失われても，本人の意向が尊重された形で
医療・ケアが提供されるように，前もって話し合っ
ておくことの重要性が認識されて生まれた概念であ
る．歴史的にみると，終末期における自己決定権の
尊重と過剰な医療の抑制のため20世紀後半に諸外国
で患者の事前指示（Advance Directive：AD）が法
制化されたが，1991年前後に米国で行われた調査
（SUPPORT研究１））で，ADによる効果が十分にみ
られないことが報告され，より包括的なコミュニケ
ーションプロセスとしてのACPが提言された．
日本では，2018年に厚生労働省が「人生の最終段

階における医療の決定プロセスに関するガイドライ
ン」を改訂し２），その中にACPの考え方が盛り込ま
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れた．さらに公募により「人生会議」という愛称を
付け，11月30日を「いい看取り・看取られ」の語呂
合わせから「人生会議の日」と定め，ACPの普及
啓発・認知度の向上を図っている３）．

ACPの定義は，当初はばらつきがあったが，2017
年に米国のSudore，また欧州緩和ケア学会（EAPC）
が，それぞれデルファイ法を用いた研究を行い，多
国間の専門家による合意形成を行った４，５）．日本で
は2018年に日本医師会，2019年に日本老年医学会が
それぞれ定義を発表しており６，７），2022年９月に宮
下らによって修正デルファイ法を用いたコンセンサ
ス研究による「日本版ACPの定義」が発表された８）．
いずれも，「本人（患者）を中心として，本人の価
値観・目標・意向を家族等と医療・ケアチームとで
共有し，意思決定を支援するプロセス」という点に
おいて共通している．しかし病院におけるACPの
組織的な取り組みにおいては未だに確立された方法
はなく，それぞれの現場において試行錯誤を繰り返
している段階であり，今後さらなる研究結果の蓄積
が期待されている９，10）．
当院は，がん・呼吸器疾患を専門とする病床数

365床の病院で，うち25床は緩和ケア病棟である．
山口県特定領域がん診療連携推進病院（肺がん）に
指定されており，一般病棟に入院している患者の６
割以上ががん患者で，多くは肺がん，悪性胸膜中皮
腫など，呼吸器系の悪性腫瘍患者である．令和５年
度の全退院患者における死亡退院の割合は約１割で
あった．診断から終末期まで一貫として関わる中で，
終末期医療・ケアの意思決定支援は必須であるが，
これまでは急変時のDNAR（Do Not Attempt
Resuscitation）など主治医主導によるＡＤに留まる
ことが多かった．そこで組織的なACP推進を図る
ための取り組みを行い，ACPの認知度および終末
期医療・ケアの意思決定支援における職員の意識の
変化を調査したので報告する．

方   法

2019年12月病院内にACPワーキンググループを
立ち上げた．発足時のコアメンバーは，緩和ケア内
科医師２名と，各病棟より１〜２名ずつ選出した認
定看護師９名（緩和ケア，がん性疼痛看護，がん化
学療法看護，がん放射線療法看護，慢性呼吸器疾患

看護）の合計11名であった．活動内容は表１に示す
ように二つの柱に分け，①教育・啓蒙活動②文書作
成とした．
①教育・啓蒙活動
職員への教育・啓蒙目的に，広報誌「ACP便り」

の発行，院内・院外講師による研修会開催，および
ワーキンググループメンバーによる各部署での出前
講座を行った．「ACP便り」は，ワーキンググルー
プメンバーがワーキング会議の中で担当した勉強会
の内容を“ミニレクチャー”としてまとめ，さらに
ACPに関する様々な情報（Q＆A，研修会の告知・
報告など）を掲載して１〜２ヵ月に一度発刊し，院
内各部署（全22か所）に一部ずつ配布するほか，院
内WEBに公開し，すべての職員が閲覧できるよう
にした．
研修会は病院職員全員を対象に，年に数回，外部

講師を招いてのコミュニケーション講座や，ワーキ
ンググループメンバーによる寸劇形式のACPシミ
ュレーションを行った．それぞれの参加者は30〜50
名程度で，看護師，医師，薬剤師など多職種の参加
があった．出前講座では，ワーキンググループメン
バーが医局・外来・全病棟・薬剤科等各部署に出向
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表１ ACPワーキンググループの取り組み



き，ACPに関する文書の内容・使用方法などを具
体的に説明した．
また患者・家族への啓蒙目的に，ポスターやリー
フレットを作成し，院内に掲示・配布し，病院の広
報誌にもACPについての記事を掲載した．
作成した「ACP便り」「ポスター・リーフレット」
の一部を図１に示す．
②文書作成
「ACPの指針」，ACPを始めるきっかけ作りとし

ての「ACP（人生会議）アンケート」，「ACPのマ
ニュアル」「フローチャート（人生会議アンケート
を用いたACPの実践）」，「ACPカンファレンスの進
め方（会話例）」を作成した．文書の一部を図２に
示す．
また，電子カルテ内に多職種で使用できる「ACP

記録」「ACPカンファレンス」のテンプレートを作
成し，スタッフ間で情報を共有しやすくするため
「ACPフォルダ」をクリックすると全てのACPに関
する記録が時系列で閲覧できるようにした．
上記の取り組み前後に職員を対象としたアンケー
ト調査を実施し，ACPの認知度および終末期医
療・ケアの意思決定支援における意識の変化を検証
した．
調査対象：
当院に勤務するすべての医師，看護師，リハビリ
療法士（以下，リハビリ），医療福祉士（以下，MSW）
を対象とした（表１）．対象者数は１回目275名，２
回目289名であった．これらの職種は療養先の決定
など終末期医療・ケアの意思決定支援に関与するこ
とから選定した．
調査期間：
１回目のアンケートは2019年12月中旬〜下旬，２

回目は2021年12月下旬〜2022年１月上旬に実施した．
調査方法：
無記名自記式調査票を配布して調査を行った．調
査期間内に提出されたものを集計対象とした．職種
は選択式とし，医師，看護師，リハビリ・MSWに
分類した．性別・年齢・経験年数は不問とした．
「①ACPがどういったものか知っている」「②終

末期医療・ケアにおいて本人の意思や価値観が十分
反映できている」「③終末期医療・ケアにおいて多
職種で支援している」「④終末期医療・ケアの意思
決定支援をすることは難しい」という項目に対して

「そう思う」「ややそう思う」「あまりそう思わない」
「そう思わない」の４件法で評価した．また難しい
と感じる理由について自由記載で評価した．
加えて２回目の調査において「この１年でACP

に関して行ったこと」を尋ね，「ACP便りを読んだ」
「ACPに関する医学（看護）雑誌や書籍を読んだ」
「インターネットで検索した」「院内の研修や勉強会
に参加した」「院外の研修や勉強会に参加した」「患
者に対してACPを行った」「自分の家族に対して
ACPを行った」「その他」の選択式（複数回答可）
で評価した．
解析方法：
統計学的解析は医学統計解析ソフトGraphPad

Prismを用いてFisherの正確確率検定にて行った．
無回答は欠損値として除外した．
倫理的配慮：
本研究は，山口宇部医療センター倫理審査委員会
の承認を得て実施した．アンケートは無記名として
個人が特定できないように配慮し，任意提出とした．
アンケートの目的・研究結果の使用用途について文
書で通知した．

結   果

調査票の回収率は１回目90.9％（250/275），２回
目89.0％（257/289）であった．回答者の属性を表
２に示す．内訳は医師で１回目20/33（回収率
60.6％），２回目25/37（回収率67.6％），看護師で１
回目213/225（回収率94.7％），２回目215/235（回
収率91％），リハビリ・MSWで１回目２回目ともに
17/17（回収率100％）であった．
結果を図３に示す．「①あなたはACPがどういっ

たものか知っている」という項目では，「そう思う」
「ややそう思う」と答えた割合の合計は１回目で
45.2％，２回目では65.8％と有意に増加していた
（Ｐ＜0.001）．
「②あなたが担当する患者の終末期医療・ケアに

おいて，本人の意思や価値観が十分反映できている」
という項目では，「そう思う」「ややそう思う」と答
えた割合は，１回目50.8％，２回目50.5％と大きな
変化はみられず（P＝0.85），「③あなたが担当する
患者の終末期医療・ケアにおいて多職種で支援して
いる」という項目でも１回目64.8％，２回目67.3％
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図１ 教育・啓蒙活動
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図２ 作成した文書（一部）



とほとんど変化はみられなかった（P=0.33）．
「④あなたが担当する患者の終末期医療・ケアの
意思決定を支援することは難しい」という項目では，
「そう思う」「ややそう思う」と答えた割合は，１回
目69.2％，２回目75.5％とわずかに増加していた
（P=0.07）．
患者の終末期医療・ケアの意思決定を支援するこ

とを難しいと思う理由を，自由意見で記入してもら
ったところ，表３に示すように大別して①意識レベ
ルの低下や認知症などで本人の意見がわからない②
本人と家族（および医療者）の意見が食い違う③本
人が話し合いを嫌がる④病状の変化によって思いが
変化する⑤話し合いを始めるタイミングが分からな
い⑥スタッフの能力不足（特にコミュニケーション
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表２ 回答者の属性

図３ アンケート結果（１回目と２回目の比較）



能力）⑦業務上の問題がある（時間がとれない）⑧
家族とのコミュニケーション不足⑨職種間の連携不
足，という意見があった．１回目，２回目ともに①

が最も多く，次いで②となった．
また２回目のアンケートで「この一年ACPに関

して行ったこと」を尋ねたところ，図４に示すよう
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表３ 終末期医療・ケアの意思決定を支援することは難しいと思う理由（自由記載）

図４ この１年ACPに関して行ったこと



にACPワーキンググループが発行した「ACP便り
を読んだ」は121人（全アンケート回答者数の
47.1％）と最も多く，そのほか「インターネットで
検索した」65人（同25.3%），「院内の研修や勉強会
に参加した」42人（同16.3%）と続いた．また「患
者に対してACPを実施した」のは27人（同10.5%）
であった．

考   察

この研究は，がん・呼吸器疾患専門病院において
組織的なACP推進の取り組みを行い，取り組み後
に職員の意識がどう変化したかをアンケート調査で
明らかにしたものである．
先行研究から，患者によるACPへの理解11）や医

療者のエンドオブライフに関する知識やスキル12）が
ACPを促進することが指摘されており，ACPワー
キンググループの活動として，患者・家族向けのポ
スター・パンフレットを作成し，職員を対象とした
勉強会の開催や，広報誌の作成を行った．また
ACPに関するスタンダードなガイドや，具体的に
活用できるテンプレートがないことがACＰを阻害
する要因として挙げられている13）ことから，院内で
の「ACPの指針」，「ACPマニュアル」，「フローチ
ャート」「ACPの進め方（会話例）」を作成し，電
子カルテ内に多職種が使用できる「ACP記録」，
「ACPカンファレンス」のテンプレートを作成し，
“ACPフォルダ”をクリックするとこれまでのACP
に関する記録が時系列で表示されるようにした．加
えてACPを開始するきっかけ作りとしての「ACP
（人生会議）アンケート」を作成した．
小松ら14）や鹿角ら15）は一般病棟における医療職の

ACPの認知度を20％程度と報告しているが，当院
では１回目にアンケートを行った時点で45.2％の職
員が「ACPを知っている」と答えており，ACPに
対する関心が比較的高いことが示された．２年後は
65.8％とさらに認知度が上昇していた．２回目に実
施した「この一年ACPに関しておこなったこと」
の質問では，「ACP便りを読んだ」と回答したもの
が121人と最多であり，このうち102人（約86％）が
「ACPを知っている」と回答し，３番目に多い「院
内研修・勉強会に参加した」と答えた42人のうち39
人（約93％）が「ACPを知っている」と回答した．

この結果からACPワーキンググループの教育・啓
蒙活動が認知度向上に貢献した可能性が示唆され
た．また，「インターネットで検索した」と回答し
たものは65人と２番目に多く，自ら興味を持って学
ぶ姿勢が伺われた．しかし実際に「患者にACPを
行った」と回答したものは27人と少なかった．
「②あなたが担当する患者の終末期医療・ケアに

おいて本人の意思や価値観が十分反映できている」
という項目では，１回目と２回目でほとんど変化が
みられず，「③終末期医療・ケアにおいて多職種で
支援している」という項目に「そう思う」「ややそ
う思う」と答えた割合も，やや増加したものの，有
意差は認められなかった．これらの結果から，
ACPの認知度が向上しても実践に反映されておら
ず，実践における何らかの障壁が存在していること
が示唆され，今後さらにACPを推進するためには，
その障壁を取り除く必要があると思われた．
「④終末期医療・ケアの意思決定を支援すること
は難しい」という項目では，「そう思う」「ややそう
思う」と答えた割合が１回目より２回目で増えてお
り，ACPの知識が増えたことで意識が高まり，そ
の難しさを改めて感じたことが一つの要因ではない
かと推測した．意思決定支援を難しいと感じる理由
としては，「意識レベルの低下や認知症などで本人
の意思がわからない」という意見が１回目，２回目
ともに最も多くみられた．ACPは終末期の医療・
ケアにおいて本人の意向に基づいた意思決定支援を
行うことであるため，「あらかじめ意思を確認して
おくこと」が求められる．終末期においては約70％
の患者が意思決定能力を失っているという報告もあ
り16），ACPは本人の意思が確認できるうちに開始し
なければならない．しかし，ACPは患者にとって
非常に繊細な内容であり，心の準備ができていない
状態で無理に進めてしまうと，むしろ害になってし
まうため，その見極めが最も重要かつ難しい．「話
し合いを始めるタイミングがわからない」という意
見の中には，「本人の不安が強い」と患者の心理状
態を懸念する声もあった．当院の「ACPの指針」
では，「患者本人がACPの介入を希望しない場合は
行わない」と明記し，ACPのきっかけ作りとして
作成した「ACP（人生会議）アンケート」は，ま
ず患者にリーフレットを用いてACPの説明をした
上で，同意が得られた場合に実施する手順としてい
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るが，「（患者・家族で）ACPについて理解してく
れる人，関心がある人が増えるとより進めやすいと
感じた」という意見もあり，さらに患者・家族に対
する啓蒙活動が求められている．
「本人と家族（および医療者）の意見が食い違う」
という意見も１回目２回目ともに多く，具体的には
「患者は家に帰りたいが，家族は家で看られないと
言っている場合」という例が挙げられており，また
「医療者側の意見が強く反映される」という意見が
あった．患者の意向やご家族の事情を十分に確認し
た上で，医療者は自分の価値観を押し付けることの
ないよう，多職種で多角的にサポートする必要があ
る．そのためには，患者・家族・医療者間での十分
なコミュニケーションが鍵になる．意思決定支援が
難しい理由として「スタッフの能力不足（特にコミ
ュニケーション能力）」と答えた人数は取り組み後
にやや減少していたが，これまでの取り組みは，受
動的で教科書的な内容に留まっていたため，スタッ
フのコミュニケーション能力の向上に貢献したかど
うかは不明である．今後は，実際の症例を用いて多
職種で行う症例検討会など実践的な教育を通じて，
コミュニケーション能力のさらなる向上を図ること
が重要であると考えている．
「業務上の問題がある（時間がとれない）」「家族

とのコミュニケーション不足」と答えた人の中には
「2020年からの新型コロナウイルス感染症の拡大に
伴って感染対策など様々な業務が増えていること」，
また「家族の面会が制限されていること」が影響し
ていると記載した人もいた．忙しい日常業務の中で
も効率よくACPを進め，家族との連携がスムーズ
に図れるような情報共有ツールの作成など実施方法
を工夫することが求められる．
鶴若17）は，急性期病院の医師と看護師からみて

ACPを促進する要因と障壁を，患者個人，医療者，
関係性，ヘルスケア体制の４つのレベルから捉えて
いる．当研究において，前述した「意識レベルの低
下や認知症などで本人の意思がわからない」は患者
個人のレベル，「話し合いを始めるタイミングがわ
からない」，「スタッフの能力不足（特にコミュニケ
ーション能力）」は医療者のレベル，「家族とのコミ
ュニケーション不足」は関係性のレベル，「職種間
の連携不足」「業務上の問題がある（時間がとれな
い）」はヘルスケア体制のレベルに相当する．

今後取り組むべき具体的な課題として，患者個人
のレベルでは，早い段階から患者や家族にACPに
ついての啓蒙を行い，今後の在り方・希望について
考えるきっかけをつくること，医療者のレベルでは
実践力を養うための多職種での症例カンファレンス
の実施，関係性のレベルでは患者・家族・医療者間
の情報共有のためのツールの開発・活用，ヘルスケ
ア体制のレベルでは時間的制約がある中で効率よく
ACPを行う方法を確立することを考えている．
本研究の限界と課題は，医師のアンケート回収率

が他職種に比べて低く，ACPに関心の高い医師が
より多く回答している可能性があり，職種間での意
識の違いは検証できなかった．また今回はアンケー
トの対象職種を医師，看護師，リハビリ療法士，
MSWに限定したが，実際には薬剤師や栄養士，心
理療法士などもACPに関わるため，今後はできる
だけ多くの職種を対象として意識を評価すること，
また医療者側からだけでなく，患者側からもACP
の成果について評価を行うことが必要と思われる．

結   論

本研究より，ACP推進の取り組み（患者・家族
へのポスター・リーフレットの作成，職員向けの広
報誌「ACP便り」発行，院内・院外講師による研
修会開催，ワーキンググループメンバーによる出前
講座等の教育・啓蒙活動，「ACPの指針」「ACPマ
ニュアル」「フローチャート」等の文書作成）後に
職員のACPに関する認知度は上昇した．しかし，
ACPの目的である終末期医療・ケアに多職種で関
わり，患者の意思や価値観を反映させるという成果
には結びついておらず，今後は患者・家族へのさら
なる啓蒙，実際の症例を用いた多職種カンファレン
スの実施，情報共有ツールの開発・活用，効率的な
実践方法の確立が必要であると考えた．
本内容の一部は第４回 日本緩和医療学会 中国・

四国支部学術大会（2022年８月，Web）で発表した．
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【Objective】The purpose of this study was to
promote Advance Care Planning（ACP）at a

hospital specializing in cancer and respiratory
diseases, evaluate the overall initiative through a
staff awareness survey, and clarify issues that
need to be addressed in the future.
【Methods】The ACP Working Group carried out
initiatives to promote ACP（educational and
enlightment activities for staff, patients, and their
families, and prepared documents such as in‑
hospital manuals），and conducted a questionnaire
survey of staff（doctors, nurses, rehabilitation
therapists, and medical social workers）to verify
changes in awareness of ACP and attitudes
toward decision‑making regarding end‑of‑life care.
【Results】The survey results showed that
awareness of ACP had increased after the
initiative. However, there was no change in
awareness in terms of whether multiple
professions were actually involved and whether
the patient's wishes and values were reflected in
end‑of‑life care. There was still a high percentage
of stuff who thought that supporting end‑of‑life
decision‑making was difficult with reasons given
including "the patient's will is unclear due to a
decrease in consciousness or dementia",
"differences in opinion between the patient and
their family（and medical professionals）" and "not
knowing when to start ACP discussion", "lack of
staff ability", "work‑related issues", "lack of
communication with the family" and "lack of
cooperation between professions".
【Conclusion】After the initiatives of the ACP
Working Group, the awareness of ACP among the
staff members improved. However, this is not
enough to promote ACP, and efforts will require
further enlightenment of patients and their
families, holding multi disciplinary conferences
using specific cases, developing and utilizing
communication tools between staff and families,
and considering efficient methods for
implementing ACP.
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